
  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 AGS コンサルティング                             

AGS 税理士法人

制度改正 
 

令和６年度 
診療報酬改定の概要 

-賃金上昇・物価高騰に耐えうる制度へ- 
 

❶ これまでの改定率と今回の基本方針 

❷ 医療従事者の賃上げに向けた取り組み 

❸ 「医療 DX」の推進と薬価高騰への対応 

❹ 後発医薬品の使用促進と将来を見据えた課題 
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２年に一度行われる診療報酬の改定に向けて、社会保障審議会医療保険部会などで様々な議論が行わ

れてきました。令和６年度の改定に向けては基本方針が決定され、今後、より詳細な項目の改定が決定される

こととなります。前回の改定（令和４年度）では、コロナ禍であったこともあり、「新興感染症に関する改定」が主

となっていました。今回の改定では、これまでも進めてきた「医師の働き方改革」や「医療ＤＸの推進」に加えて、

昨今の物価高騰の影響を受けた改定となっています。 

今回の医業経営情報レポートでは、これまでの診療報酬の改定率の推移、今回の改定における基本方針と

その内容について解説します。なお、厚生労働省からの通知等については本紙作成の都合上、令和６年１月

28日までのものとなります。 

 

これまでも２年に一度診療報酬の改定が行われてきました。青色のグラフは診療報酬本体の変動率を、オレ

ンジ色のグラフは薬価の変動率を、そして灰色のグラフはこれらを合計した全体の推移を表しています。 

本体については2008年度以降プラスの改定となっており、今回の改定については前回の改定よりも増加し、

0.88％となりました。薬価については前回よりも増加しましたが、これまでと同様にマイナスが継続し、-0.97％と

なっています。全体は2016年度以降、マイナス改定が続いていましたが、今回は前回と比較すると増加となり、-

0.09％に着地しました。 

 

◆これまでの診療報酬改定率の推移 

 

 １│これまでの診療報酬の改定率     
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令和６年度の診療報酬改定では、全体として+0.88％の改定となりました。 

各科の改定率を見ると、医科は0.52％、歯科は0.57％、調剤は0.16％の増加となっています。診療報酬の

増加分については、特に40歳未満の医療従事者に対する賃金の上昇を支援する措置等の分も含まれています。

また、物価高騰の影響による食費の増加に対しては、入院時の食費基準額が１食当たり30円引き上げられる

ことにより対応することになります。 

薬価に関しては、0.97％の減少が見込まれ、材料価格も0.02％減少する見通しです。これには、約2000

品目の不採算品に対する特例的な再算定や、革新的新薬の薬価維持などの対策分が含まれています。 

 

◆令和６年度診療報酬改定について 

１．診療報酬＋0.88％（国費800億円程度（令和６年度予算額。以下同じ）） 

※１うち、※２～４を除く改定分＋0.46％ 

各科改定率 医科＋0.52％ 

歯科＋0.57％ 

調剤＋0.16％ 

40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の

賃上げに資する措置分（＋0.28％程度）を含む。 

※２うち、看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種（上記※１を除く）について、令和６年度にベ

ア＋2.5％、令和７年度にベア＋2.0％を実施していくための特例的な対応＋0.61％ 

※３うち、入院時の食費基準額の引き上げ（１食当たり30円）の対応（うち、患者負担については、原

則、１食当たり30円、低所得者については、所得区分等に応じて10～20円）＋0.06％ 

※４うち、生活習慣病を中心とした管理料、処方箋料等の再編等の効率化・適正化▲0.25％ 

２．薬価等 

①薬価    ▲0.97％（国費▲1,200億円程度） 

②材料価格  ▲0.02％（国費▲20億円程度） 

合計▲1.00％（国費▲1,200億円程度） 

※イノベーションの更なる評価等として、革新的新薬の薬価維持、有用性系評価の充実等への対応を含

む。 

※急激な原材料費の高騰、後発医薬品等の安定的な供給確保への対応として、不採算品再算定に係

る特例的な対応を含む。（対象：約2000品目程度） 

※イノベーションの更なる評価等を行うため、後述の長期収載品の保険給付の在り方の見直しを行う。 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針 

  

 ２│令和６年度の改定率    
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令和６年度の診療報酬改定における基本方針が公開され、改定の基本的視点として大きく４つの視点が挙

げられました。今回の重点課題は「現下の雇用情勢も踏まえた人材確保・働き方改革等の推進」とされています。 

現下の食材料費、光熱費をはじめとする物価高騰の状況、30年ぶりの高水準となる賃上げの状況などといっ

た経済社会情勢は、医療分野におけるサービス提供や人材確保にも大きな影響を与えており、患者が必要とす

る医療が受けられるよう、機動的な対応が必要となっています。 

今回の診療報酬改定では、デフレ完全脱却のための総合経済対策を踏まえつつ、物価高騰・賃金上昇、経

営の状況、支え手が減少する中での人材確保の必要性、患者負担・保険料負担への影響を踏まえて、患者が

必要なサービスが受けられるよう、必要な対応を行うこととなりました。 

 

◆令和６年度診療報酬改定の基本方針の概要 

 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針 

  

 ３│令和６年度診療報酬改定の基本方針     
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今回の改定の大きなテーマの一つとして医療従事者の賃金の改善が挙げられています。厚生労働省の賃金

構造基本統計調査によると、コメディカルの給与は全産業の平均と比較しても下回って推移している状態が続い

ています。医療関係職種（医師・歯科医師・薬剤師・看護師を除く）や介護職員については少しずつでも増加

傾向となっていますが、看護補助者については、2018年以降大きな変化がなく、ほぼ横ばいとなっていました。 

こうした状況を受けて病院及び有床診療所に勤務する看護補助者を対象に、賃上げ効果が継続される取組

を行うことを前提として、収入を引き上げる措置を実施するために必要な経費を都道府県に補助する事業が行わ

れることになりました。補助の対象期間は令和６年２月～５月となっています。 

 

◆医療関係職種の賞与込み給与の推移について 

 

厚生労働省：医療機関等における職員の賃上げについて（その１） 

  

 １│看護補助者の処遇改善     

医療従事者の賃上げに向けた取り組み 2｜ 
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◆看護補助者の処遇改善事業 

 

厚生労働省：看護補助者処遇改善事業 

 

◆令和４年度/令和６年度の診療報酬改定における処遇改善 
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厚生労働省：医療機関等における職員の賃上げについて（その２） 

 

これまで医療従事者の賃金については2023年の春闘などを通じて賃上げが行われているものの、前述の通り

医療分野では賃上げが他の産業に追いついていない状況にありました。そうした中で、医療分野における人材確

保の状況は、悪化している状況であり、また、長期的にも、人口構造の変化により生産年齢人口の減少に伴った

支え手不足が見込まれています。このような状況を踏まえ、必要な処遇改善等を通じて、医療現場を支えている

医療従事者の人材確保のための取組を進めることが急務となっています。 

今回の改定では、医療従事者の人材確保や賃上げに向け、令和４年度に実施した看護職員の処遇改善

や、令和５年11月の経済対策も踏まえつつ、医療従事者の賃上げに向けた取組の推進がなされることになって

います。 

また、業務の効率化に資するICTの利活用の推進、その他長時間労働などの厳しい勤務環境の改善に向け

ての取組や、多様な働き方を踏まえた評価については、より拡充される動きとなりました。 

地域医療の確保及び機能分化を図る観点から、労働時間短縮の実効性担保に向けた見直しを含め、必要

な救急医療体制等の確保や医療人材及び医療資源の偏在への対応にも目を向けられており、令和６年度か

らスタートする第８次医療計画についても併せて注目していくことになります。 

 

◆現下の雇用情勢も踏まえた人材確保・働き方改革等の推進 

●医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組 

●各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮するための勤務環境の改善、タスク・シェアリング／タスク・

シフティング、チーム医療の推進 

●業務の効率化に資するICTの利活用の推進、その他長時間労働などの厳しい勤務環境の改善に向けて

の取組の評価 

●地域医療の確保及び機能分化を図る観点から、労働時間短縮の実効性担保に向けた見直しを含め、

必要な救急医療体制等の確保 

●多様な働き方を踏まえた評価の拡充 

●医療人材及び医療資源の偏在への対応 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針の概要 

  

 ２│医療従事者の処遇改善の推進     
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これまで、団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向けて、医療機能の分化・連携や地域包括ケアシス

テムの構築が進められてきましたが、2025年以降も人口減少・高齢化が進む中、患者の状態等に応じて質の

高い医療を適切に受けられるよう、介護サービス等と連携しつつ、切れ目のない提供体制が確保されることが重

要です。 

このため、医療DXを推進し、今般の感染症対応の経験やその影響も踏まえつつ、外来・入院・在宅を含めた

地域全体での医療機能の分化・強化、連携を着実に進めることが必要となっています。 

具体的な方向性としてはマイナ保険証を活用した、質が高く効率的な医療の提供や、電子処方箋の普及、

電子カルテ情報の電子的な文書提供等の医療情報の標準化・ICTの活用等を通じて、医療連携の取組を推

進していくことになります。 

 

◆医療DXの推進に関する工程表 

 

内閣官房医療DX推進本部 

  

 １│医療DXによる地域包括ケアシステムの推進     

「医療 DX」の推進と薬価高騰への対応 3｜ 



 

8 

 

◆ポスト2025を見据えた地域包括ケアシステムの深化・推進や医療DXを含めた医療機能の分化・強化、連

携の推進 

●医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進 

●生活に配慮した医療の推進など地域包括ケアシステムの深化・推進のための取組 

●リハビリテーション、栄養管理及び口腔管理の連携・推進 

●患者の状態及び必要と考えられる医療機能に応じた入院医療の評価 

●外来医療の機能分化・強化等 

●新興感染症等に対応できる地域における医療提供体制の構築に向けた取組 

●かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価 

●質の高い在宅医療・訪問看護の確保 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針の概要 

 

 

昨今の食材料費、光熱費をはじめとする物価高騰は、医薬品の製造コストにも影響を与えており、原材料費、

製造経費の増加によって採算性が著しく悪化している品目があることが確認されています。これらの品目の中には

基礎的医薬品や安定確保医薬品といった医療上の必要性の高い医薬品も含まれています。 

例えば、生理食塩液500mlは2021年度に比べ2022年度は製造原価が７％増加しています。薬価の高

騰は対策がなされない限り、製薬会社や医療機関の経営状態に影響を与えることとなってしまいます。安定した

供給ができなければ医療への影響は深刻な問題になりかねません。 

これらの背景を踏まえつつ、患者にとって必要な質の高い医療を確保する取組みを進めていかなければなりませ

ん。医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏まえ、第三者による評価やアウトカム評価など客観的な評価を

進めながら、イノベーションを推進し、新たなニーズにも対応できる医療の実現に資する取組の評価を進めることに

なります。 

具体的な方向性としては患者の安心・安全を確保するための医薬品の安定供給の確保の推進や、医薬品、

医療機器、検査等におけるイノベーションを含む先進的な医療技術の適切な評価することとなります。 

また、予防医療の観点から生活習慣病の増加等に対応する効果的・効率的な疾病管理及び重症化予防の

取組や、口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療の推進も行

われます。  

 ２│物価高騰等の影響による薬価高騰への対応     
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◆物価高騰等による製造コストへの影響 

 

中医協：物価高騰等の影響について 

 

◆安心・安全で質の高い医療の推進 

●食材料費、光熱費をはじめとする物価高騰を踏まえた対応 

●患者にとって安心・安全に医療を受けられるための体制の評価 

●アウトカムにも着目した評価の推進 

●重点的な対応が求められる分野への適切な評価（小児医療、周産期医療、救急医療等） 

●生活習慣病の増加等に対応する効果的・効率的な疾病管理及び重症化予防の取組推進 

●口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

●薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務の対物中心から対人中心

への転換の推進、病院薬剤師業務の評価 

●薬局の経営状況等も踏まえ、地域の患者・住民のニーズに対応した機能を有する医薬品供給拠点とし

ての役割の評価を推進 

●医薬品産業構造の転換も見据えたイノベーションの適切な評価や医薬品の安定供給の確保等 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針の概要 
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高齢化や技術進歩、高額な医薬品の開発等により医療費が増大していくことが見込まれる中、国民皆保険

を維持するため、医療資源を効率的・重点的に配分するという観点も含め、制度の安定性・持続可能性を高め

る不断の取組が必要です。 

これまで、団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向けて、医療保険制度の安定性・持続可能性の向

上につながる各種施策を進めてきており、2025年をまたぐ今回の改定では、これらの施策を着実に進めていくとい

う視点が必要不可欠となっています。また、医療関係者が協働して、医療サービスの維持・向上を図るとともに、

効率化・適正化を図ることが求められています。 

厚生労働省では、「保険者別の後発医薬品の使用割合」を取りまとめており、結果が公表されています。

2013年９月時点では46.9％であったものの、10年後の2023年９月時点では80.2％（速報値）と増加し

ていることがわかります。 

 

◆後発医薬品の使用割合の目標と推移 

 

厚生労働省：後発医薬品（ジェネリック医薬品）及びバイオ後続品（バイオシミラー）の 

使用促進について 

 １│後発医薬品の使用促進     

後発医薬品の使用促進と将来を見据えた課題 4｜ 
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◆効率化・適正化を通じた医療保険制度の安定性・持続可能性の向上 

●後発医薬品やバイオ後続品の使用促進、長期収載品の保険給付の在り方の見直し等 

●費用対効果評価制度の活用 

●市場実勢価格を踏まえた適正な評価 

●医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進 

●患者の状態及び必要と考えられる医療機能に応じた入院医療の評価 

●外来医療の機能分化・強化等 

●生活習慣病の増加等に対応する効果的・効率的な疾病管理及び重症化予防の取組推進 

●医師・病院薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用等の推進 

●薬局の経営状況等も踏まえ、地域の患者・住民のニーズに対応した機能を有する医薬品供給拠点とし

ての役割の評価を推進 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針の概要 

 

 

我が国は全ての世代が享受できる堅固な社会保障システムを維持するため、診療報酬の体系だけでなく、医

療関連の法律や保険制度の見直し、さらには国や地方の財政支援の確保が含めた医療制度の改革に取り組

んでいます。政府は、国民が直面する医療の問題を理解し、納得できるような医療サービスの提供を目指してお

り、そのためには診療報酬の体系を明確にし、医療制度に関して国民に丁寧に説明することが重要です。 

また、病気の予防と健康維持、自分での健康管理（セルフケア）の促進、健康に関する知識（ヘルスリテラ

シー）の向上には、住民、医療提供者、保険者、民間企業、行政が一丸となって取り組むことが不可欠です。

国は、これらの活動を支援するための環境整備に努めています。 

将来的には、医療情報技術を駆使し、医療機関同士の協力を促進することで、地域における医療の連携を

強化し、各医療機関の負担を軽減することが期待されています。これらの取り組みを通じて、質の高い医療サービ

スの継続的な提供を目指しています。 

今回の診療報酬改定では、医療職の賃金の改善や医療ＤＸの推進、後発医薬品の使用促進など様々な

テーマが並行して進められています。診療報酬の改定は令和６年６月からとなりますが、今後公開されるより詳

細な改定内容については目を離すことができません。 

このレポートがお役に立てば幸いです。 

 

  

 ２│全世代型社会保障実現への課題     
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◆全世代型社会保障改革について 

 

厚生労働省：全世代型社会保障改革 

◆将来を見据えた課題 

●我が国の医療制度が直面する様々な課題に対応し、持続可能な「全世代型社会保障」を実現するた

めには、診療報酬のみならず、医療法、医療保険各法等の制度的枠組みや、国や地方自治体の補助金等

の予算措置などにより社会保障が支えられていることを踏まえ、総合的な政策を構築していくことが求められる。 

●患者自身が納得して医療を受けられるよう、患者にとって身近で分かりやすい医療を実現していくととも

に、国民の制度に対する納得感を高めるため、政府において、診療報酬制度を分かりやすくするための取組を

継続していくこと、また、国民に対して医療制度に関する丁寧な説明を行い、理解を得ていくことが必要であ

る。 

●予防・健康づくりやセルフケア等の推進、ヘルスリテラシーの向上が図られるよう、住民、医療提供者、保

険者、民間企業、行政等の全ての関係者が協力・連携して国民一人一人を支援するとともに、国はこうした

取組に向けた環境整備を行うことが必要である。 

●今後も、医療情報の活用や医療機関間における連携のための取組等を含む医療DXを推進することによ

り、地域医療連携の円滑化、個々の医療機関等の負担軽減を図り、将来にわたって安心・安全で質の高い

医療サービスを実現していく必要がある。 

厚生労働省：令和６年度診療報酬改定の基本方針  
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